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中養生）とした。また、処理体は混合機より取り出されたのち、写真 1 に示す状態で屋根つき屋外に養

生し、約 1 か月後にロールクラッシャで 40mm 以

下に破砕し、すりへり試験に供した。 

 プラント製造実験と同配合で、実験室でも一軸圧

縮試験用供試体（直径 50 ㎜、高さ 100 ㎜）を作製

し、7 日間 20±3℃の恒温庫内で密封したまま気中

養生した。 

4. 一軸圧縮強さ 

図 1～3 は 7 日養生の一軸圧縮強さについて検討

したものである。プラントで作製した処理土の供試

体を「プラント供試体」、実験室で作製した処理土

の供試体を「実験室供試体」と呼ぶ。 

図 1 にセメント量と一軸圧縮強さの関係を示し

ている。一軸圧縮強さは実験室供試体のほうが高く、

ばらつきも小さい。土質材料の湿潤混合比が一定の

Ⅳ‐2P、6P、9P で比較するとセメント量が 400～

500kg/m3にピークが見られる。Ⅳ‐6P とⅣ‐10P

を比較すると、Ⅳ‐10P の一軸圧縮強さはⅣ-6P よ

り小さくなり、焼却灰の不均一性がその要因だと推

定される。 

図 2 はセメント砂比と一軸圧縮強さの関係を示

している。既往の研究結果 2)からセメント砂比は一

軸圧縮強さに大きく影響すると考えられているが、

ピークの位置は不明確であった。図 3 はプラント供

試体と実験室供試体の一軸圧縮強さの平均を比べ

たものである。プラント供試体の一軸圧縮強さは実

験室供試体の 70～80％しか出ていない。これは混

合の不均一性であると考えられるが、比較的良好な

結果だといえる。 

5. すりへり減量 

固化後、破砕した粒径 4.75～13.2mm の試料に対しすりへり試験を行った結果、Ⅳ－6P が 58.4%、Ⅳ

－7P が 47.3%、Ⅳ－9P が 46.7%であった。Ⅳ－2P%、Ⅳ－10P については、発表会で結果を報告する。 

6.まとめ 

 今回の実験から、プラントでの処理土の製造は、実験室のものに比べ一軸圧縮強さのばらつきが大き

く、値も小さかったが、比較的良好な結果が得られた。すりへり減量もいくつかの配合で目標値を満足

する結果が得られた。
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図 1 セメント量と一軸圧縮強さの関係 

 

図 2 セメント砂比と一軸圧縮強さの関係 

 

図 3 プラントと実験室での一軸圧縮強さの関係 
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